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本発表の構成

1. デジタル・プラットフォーマー（DPF事業者）とは何か

2. DPF事業者がもたらすELSIs

3. 情報フィデューシャリー（information fiduciary）について



デジタル・プラットフォーマー（デジタル・プラットフォーム事業
者）について



デジタル・プラットフォーマー（DPF事業者）

（出典）総務省（2019）「デジタル経済の将来像に関する調査研究」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/html/nd113100.html



DPF事業者とは：

SNS、オンライン・ショッピングモール、インターネット・オーク
ション、オンライン・フリーマーケット、検索サービス、コンテンツ
配信サービスなどの多様なサービスの場を、情報通信技術やデータを
活用して提供する事業者

特徴：

異なる複数の利用者層が存在する多面市場（multi-sided markets）
を形成する

各々のサイドの間には間接ネットワーク効果がある
（公正取引委員会「デジタル・プラットフォーム事業者と個人情報等を提供する消費者との取引における優越的地位の濫用に関する独占禁
止法上の考え方」

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/dpfgl.html）
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行動剰余の発見
（Zuboff, 2019, p. 97, 邦訳 p. 107）



DPF事業者の二つの螺旋効果（小田切, 
2020）
① 間接ネットワーク効果による螺旋効果

• 多くの消費者がアクセスするDPFへは、より多くのサプライヤーが供給する
• より多くの供給がなされるDPFへは、さらに多くの消費者がアクセスするよ

うになる

② フィードバックによる螺旋効果
• DPFは、ユーザーから検索・閲覧履歴、位置情報その他多くのデータを収集

し、アルゴリズムやAIで解析し、またAI自体も学習する
• それによってユーザーサービスが改善され、広告効果も上がる
• より多くのユーザー、より多くの広告主がこのサイトを利用するようになる
• さらにデータは収集され、さらに解析精度は高まる。

⇒市場集中を高め、支配的DPFをより一層支配的にする



DPF事業者がもたらすELSIs



DPF事業者をめぐる諸問題

① 競争法の観点
• 利用者のデータが集まれば集まるほど、データの収集、整理、分析、

解釈に用いるアルゴリズムの精巧さなどが向上し、より有用で価値あ
る情報が生み出される

• 勝者総取りになりやすい、市場における優越的地位を生み出す

⇒巨大DPFの分割・解体が行われるべきではないか



② 消費者法の観点
• DPF上でユーザー同士（サプライヤーと消費者）により締結された売買

契約に基づく責任は契約の当事者間でしか生じない

• DPF事業者は基本的にユーザー間契約に基づく義務を負わない

• 問題）購入した商品に欠陥があったり、さらにそれにより利用者がケガ
を負うケース

⇒消費者保護規定をDPF事業者にも拡張し、市場を安全にするべきでは
ないか



③ 情報法の観点
• プライバシー侵害、ターゲティング広告等による顧客の操作、名誉棄

損、著作権侵害などの違法投稿がまん延する状況にある

⇒権利侵害の申告を受けた場合、DPFは調査し適切な措置を講ずる義務
があるのではないか



情報フィデューシャリー（information fiduciary）について



自己情報コントロール権としてのプライ
バシー
• 自己情報コントロール権説：

「プライバシーの権利は、個人が道徳的自律の存在として、自ら善と判断する目
的を追求して、他者とコミュニケートし、自己の存在にかかわる情報を「どの範
囲で開示し利用させるか」を決める権利と理解すべきと思われる。」（佐藤, 2020, 
p. 203）

①自己に関する情報をコントロールすることで、「人間にとって最も基本的な、
愛、友情および信頼にとって不可欠な生活環境」（佐藤, 2020, p. 203）を充
足させることができる。

②国家的な監視の下、制裁を恐れている状態では、個人は自律的に道徳的判断
に従うことができない。（佐藤, 2020, pp. 203-204）

• 自己情報コントロール権説に基づけば、通知と選択にフォーカスが当てられるこ
とになる



自己情報コントロール権の問題

コントロールが幻想と化している（Control Illusion）

• 現実に、DPF事業者は適切に「通知」を行っておらず、ユーザーは十分な理
解に基づいた「選択」を行うことはできていない

• 「自己の情報」という概念への疑義：プロファイリングで利用される情報と
は、特定や識別可能な情報なのではなく「非識別化」された情報

• データマッチングの問題：匿名化されたデータセットに完全に別のデータ
セットを組み合わせる場合、個人の再識別化が可能になってしまう

• ユーザーから集めた情報は、第三者の感情や選択を予想し、それに大きな影
響を与えることができる



情報フィデューシャリー（information 
fiduciary）（Balkin, 2016, 2020）

信頼関係としてのフィデューシャリー（信認関係）

• フィデューシャリー：当事者間の力の非対称性がある場合
に、当事者の一方が信頼を受け、相手方の利益を念頭に置
いて行動、助言等をしなければならないという関係
• 例）医師と患者、弁護士とクライアントなど

• 信認義務（fiduciary duty）：フィデューシャリーであるも
のは、例えば、顧客の損失によって利益を得ることや、顧
客を操作（manipulate）することが許されないという義務
を負う



情報フィデューシャリー：

• DPF事業者を典型とする情報収集主体と情報提供主体との間に設定さ
れた信認関係

• 情報信認義務：

情報フィデューシャリーであるDPF事業者は、ユーザーの情報を、
ユーザーの最善の利益に反した仕方で用いてはならない

➢ ユーザーにとって操作的なターゲティング広告のために、ユー
ザーの情報を用いてはならない

➢ イノベーションの妨げとなるような過度な市場集中をもたらす
ような仕方で、ユーザーのデータを用いてはならない

⇒個人の意思に基づいて利益を発生させる「主観的権利」ではなく、信頼
関係という「客観的関係」にもとづいて、プライバシーを捉える



情報フィデューシャリーへの反論（Khan 
& Pozen, 2019）
① バルキンは忠実義務の分断（“divided loyalties”）を正面から

扱っていない
• DPF事業者の取締役は株主利益を最大化する信認義務を負っているのであっ

て、DPF事業者に情報フィデューシャリーを課すことは、義務の衝突を引き
起こす

• 会社法の通説：営利企業の取締役はつねに会社株主の最善の利益を追求しな
ければならない

② DPF事業者が行うコンテンツ・モデレーションは、DPF事業者の
経済力維持のために行われるものであり、元来ユーザーの利益の
ために行われるものでない。ユーザーに対してフィデューシャ
リーであることは、ビジネスモデルと両立しないため実行力をも
たない



情報フィデューシャリーの擁護論（Tuch, 
2021）
① 義務は対立していない

• 会社法の信認義務は、取締役が会社に対して株主の利益を最善にする
義務を負う。情報フィデューシャリーは、DPF（会社）がユーザーに
対してユーザーの利益を保護する義務を負うものであり、会社が相反
する信認義務を負っているのではない

• デラウェア州会社法は、他の法を順守しつつ、株主の利益を最大化す
ることを求めている

• 実際、金融サービス業は、膨大な顧客情報を有しており、利益相反を
犯すリスクがあるが、それを回避するような仕組みを作り上げ、業務
を営んでいる



② DPF事業者のビジネスモデルと両立しないとはいえない
• 金融サービス業は、利益拡大のために顧客情報を利用する経済的イン

センティブをもつが、顧客の利益に対する信認義務をもっているとさ
れる。必ずしもビジネスモデルと矛盾するわけではない

• DPF事業者が現在、信認義務に合致して振舞うことができていないと
しても、信認義務を一般にDPF事業者に適用できないということまで
示唆しているわけではない。消費者の利益に反した振舞をなすインセ
ンティブをどれだけ持つのかという点に関しては、DPF事業者は決し
て単一ではない



まとめ

DPF事業者という事業者の台頭が、多様な法的・社会的・倫理的問題
を引き起こしている

信頼関係に基づいた情報フィデューシャリーモデルとしてのプライバ
シー保護が提唱されている

フィデューシャリーの概念の内実が曖昧になっているようにも見える
• どのような概念であり、どのような事業を行う企業に統一的に適用できる概

念なのか
• この概念をDPFに適用した際に、どのような課題にたいして、具体的にどの

ような規範と対応が導き出されるのか曖昧
• 導き出される規範と対応が、コスト的に効率的なものであるか
• 他の対応よりもすぐれた対応といえるのか
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